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研究成果の概要（和文）：各年度において、研究代表者は、東南アジア諸国における殉職兵士の扱いと国民受容
および安全保障政策の形成に関する論考を執筆してきた。また、北米軍事社会学会を含む国際学会において、研
究発表および研究報告を行い、調査対象国において殉職兵士の扱い方に関する聞き取り調査を実施した。SNSの
発達に伴い、兵士の殉職を巡る政府や軍に対する説明責任への追求、殉職兵士の遺族による補償や支援制度の改
善要求、兵士の犠牲に対する国民理解を促進するための政府・軍の積極的な活動などが徐々に活発化するなど、
兵士殉職の事案は、非欧米諸国においても、世論を動かし、安全保障政策形成に少なからず影響を及ぼしつつあ
ることが確認された。

研究成果の概要（英文）：Academic articles and book chapters were published on the relationship 
between treatment of deaths of soldiers, the public acceptance of military casualties, and their 
impacts on security policies in the selected states in Southeast Asia. The research results and key 
fieldwork findings were presented and reported in various international conferences, including the 
Inter-University Seminar on Armed Forces and Society in the US. Interviews and field data 
collections were conducted in the targeted countries including Indonesia, Thailand, and the 
Philippines. 
With the development of SNS, there has been an increase in demands for accountability from the 
government and military regarding deaths of soldiers, their families’ demands for improved 
compensation, the government’s proactive activities to promote public acceptance and understandings
 of sacrifices of soldiers. These events have caused a considerable impact on shaping the public 
opinion and security policy in Southeast Asia.

研究分野： 安全保障論
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、アジアではほとんど先行研究の存在しない「軍・社会の関係」を基盤にアジアの政治社会を分析する
取り組みである。欧米では、殉職兵士への補償と家族支援への待遇改善などの施策と、軍事活動に対する国民支
持の相関関係に関する研究が存在する。しかし日本を含むアジアでは、その政治的・社会的背景から、兵士の死
について公に議論することは、学術界においてもきわめて限定的である。本研究は、アジアの文化的、社会的背
景に配慮しつつこの「タブー」に挑戦し、理論研究と現地調査を実施することによって、アジアの安全保障の展
望を幅広く分析する上で有益である。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
今日の欧米諸国の軍隊は、対テロ対策、災害派遣・人道支援、他国の停戦監視や避難民保護、

国内治安維持といった新たな多様な役割を付与され、世界各地への派遣や国内での治安活動へ

の参加が増加してきた。これに伴い、兵士の任務中の殉職のリスクも増加してきた。実際、彼（女）

らが任務中に殉死すると、議会やメディアは政府の責任を厳しく追求し、政治家や国際貢献への

義務と自国兵士の殉職リスクの間で難しい舵取りを迫られ、政治家の言動の機敏、遺族への対応、

補償や支援制度の有無などが、国民の安全保障政策への支持率の増減に直結してきた。 

こうしたなか、米国を中心に議論された戦死者数やメディアにおける報道時間といった数量的

研究に加え、欧州諸国では、殉職兵士の遺族や任務中の兵士（およびその家族）による危険な任

務に対する理解、また国民の安全保障政策に対する支持を確保するためには、国家が殉職兵士に

対する扱い方に関する措置（例えば、殉職兵士の名誉を称える儀式、記念碑の設置、政治家・高

官等による慰問や弔事、遺族に対する経済的・精神的・宗教的支援制度の拡充）が不可欠である

とする定性的研究が発達してきた。一方で、東南アジア諸国における殉職兵士に対する扱いによ

る安全保障政策や国民支持への影響に関する研究は極めて限定的である。 

東南アジア諸国の軍隊は、域内の民族紛争や国内治安維持活動に加えて、近年では対テロ活動

や国連 PKO 活動、人道支援・災害救援活動、海賊対処などの国際的な任務に広く従事するよう

になった。その様子は、SNS によって全世界に瞬時に配信される。人権意識の向上、少子化、

ナショナリズムの高まりを背景に、一般市民は、自国兵の置かれている状況をリアルタイムで監

視し、共感したり批判したりするようになった。殉職の報道が国民感情を揺さぶり、軍事作戦へ

の世論の支持が大幅に低下すれば、国家の安全保障政策が修正・中断されたり、政権運営自体が

脅かされたりする可能性がある。このようなリスクを回避し、国民の安全保障政策に対する支持

を確保するためには、どのような対策が必要とされているのかを明確にする必要がある。 
 
２．研究の目的 
欧州諸国では、殉職兵士の扱いと安全保障政策に対する国民理解に関する研究が発展してきた。

例えば、Ben-Ari（2005）は、慰霊碑の設置、補償制度、政治家や官僚による公式追悼式や遺族

への弔問など、国家としての儀礼や制度によって殉職兵士やその家族に対する尊厳や敬意を明

らかにすることで、国民は徐々にその事実を受容し、これを「良い戦死」として理解していくと

説明した。また、Jakobsen and Ringsmose（2015）らも、遺族に対する経済的・精神的・宗教

的な支援制度を充実することが、国民受容に不可欠であると説明している。Kümmel and 

Leonhard（2005）は、ドイツ連邦軍の事例から、兵士の死亡に対する政府による説明を明確な

言語で積極的に行うことによって次第に国民が理解していく過程を説明した。対照的に、Meulen 

and Soeters（2005）は、オランダ軍の事例から、派兵先の現地での兵の活動情報や派兵意義に

関する情報が不十分であると、国民は殉職兵士に対する理解は得られず作戦遂行が困難となる

ことを説明した。 

欧州諸国で発展してきたこのような研究は、高度に発達した民主主義諸国内での軍隊と社会を

対象としており、細部での差異はあるものの、同諸国における安全保障環境、宗教的背景、社会

保障制度、法制度において共通項を多数有する地域を対象としいる。本研究は、このような欧州

諸国で発展してきた、いわば「殉職兵士の扱いを巡る諸理論」が、文化的・社会的環境が異なる

欧州以外、とりわけ東南アジアにおいても有効なのかを明らかにする。このため、本研究では東

南アジア諸国の軍隊と社会を検証する。また、殉職兵士への扱い（殉職兵士の名誉を称える儀式、



記念碑の設置、政治家・高官等による慰問や弔事、遺族に対する経済的・精神的・宗教的支援制

度）といった支援体制にはどのような変化が見られ、政軍関係や安全保障政策にどのような影響

をもたらしてきたか、その理由は何か。また、国家は、国民の安全保障政策に対する支持を確保

するために、どのような制度・備え・コミュニケーションが必要とされているのかを明らかにす

る。 
 
３．研究の方法 
これまで欧米諸国で研究されてきた殉職兵士の扱いと国民世論および安全保障政策形成を巡

る理論研究および学術領域における欧米諸国の先行研究動向を調査する。また、それらの東南ア

ジアにおける汎用性の可否やその範囲について検証するため、殉職に対する政府の対応や政治

家の言動、報道ぶりなどについて、公開情報を精査する。さらに、調査対象国を訪問し、国防省、

国軍、退役・現役軍人、議会議員、シンクタンク分析官を含む専門家および関係者に対して聞き

取り調査を実施する。 

 
４．研究成果 

各年度において、研究代表者は、東南アジア諸国における殉職兵士の扱いと国民受容および安

全保障政策の形成に関する論考を執筆してきた。また、Inter-University Seminar on Armed 

Forces and Society（北米軍事社会学会）の米国大会およびカナダ大会、European Group on 

Military and Society (ERGOMAS:欧州軍事社会学会)を含む国際学会において、研究発表および

研究報告を行った。2020 年度以降のコロナ禍により海外調査に一部遅延が生じたものの、イン

ドネシア、タイ、フィリピンを含む対象国において殉職兵士の扱い方に関する聞き取り調査を実

施しデータを収集した。SNS の発達に伴う兵士の殉職を巡る政府や軍に対する説明責任への追求、

殉職兵士の遺族による補償や支援制度の改善要求、兵士の犠牲に対する国民理解を促進するた

めの政府・軍の積極的な活動などが徐々に活発化している。兵士の死について公に議論すること

がいまだ限定的であり「タブー視」されている文化的・社会的環境にある東南アジア諸国におい

ても、兵士殉職の事案は、世論を動かし、安全保障政策形成に少なからず影響を及ぼしつつある

ことが確認された。 
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